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第４章   

介護サービス事業者調査の結果 

 
 

 

 



 

- 218 - 



 

- 219 - 

１．事業所の概要について 

（１）法人種別 

事業所の運営主体は，「社会福祉法人」が31.7％で最も多く，「医療法人」が23.5％，

「ＮＰＯ法人」が2.4％と非営利法人が全体の57.6％を占めています。 

一方，「株式会社」は23.6％，「有限会社」は9.0％で，営利法人が全体の32.6％と，

民間参入も少なくありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の記入内容（件）】 

一般財団法人 23

合同会社 16

社団法人 14

公益社団法人 13

生協 10

一般社団法人 9

財団法人 5

社会医療法人 4

その他 15

計 109

 

31.7

23.5

23.6

9.0

2.4

9.8

0.1

0 10 20 30 40

社会福祉法人

医療法人

株式会社

有限会社

ＮＰＯ法人

その他

無回答

(%)

(N=1,251)
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（２）提供サービスの種類 

問１ 貴事業所における提供サービスについて，番号を○で囲んでください。また，併

設事業所がある場合は，番号を△印で囲んでください。（平成25年12月1日現在の

状況でお答えください） 

◆事業所における提供サービス 

平成22年度調査時における提供サービスの状況と大きな変化はみられない中，「短期入

所生活介護」の割合が上昇しています。また，「居宅介護支援」（23.1％），「通所介護」

（17.4％）及び「訪問介護」（15.5％）が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

23.1

3.9

15.5

1.4

6.4

3.0

4.3

4.1

1.9

1.8

2.3

0.5

2.0

3.1

0.2

0.4

0.8

3.8

2.7

1.2

0.0

0.0

23.3

5.1

13.7

1.5

8.4

3.9

5.6

1.7

0.4

1.3

2.5

0.2

2.5

4.5

0.0

0.2

0.1

4.0

2.1

1.3

0.0

0.0

17.4
17.4

0 10 20 30

(%)

居宅介護支援

介護予防支援

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護

特定施設入居者生活介護

小規模多機能型居宅介護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

認知症対応型共同生活介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

その他（介護保険以外の施設）

無回答

平成25年度(N=1,251)

平成22年度(N=904)
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【法人種別 提供サービス】 

《居宅サービス》 

多様な法人が介護サービスに参入しています。「居宅介護支援」は「社会福祉法人」

「医療法人」「株式会社」が各々25％程度で，「株式会社」の割合が，「介護予防支援」

と同様に平成22年度調査の結果から上昇しています。また，「訪問入浴介護」や「通所

介護」「特定施設入居者生活介護」も平成22年度調査の結果に比べ，「株式会社」の割

合が上昇し，民間参入が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26.3

28.9

65.3

71.7

14.4

15.3

11.1

28.6

5.0

6.6

5.3

5.7

34.4

45.2

7.4

15.7

94.1

86.7

20.8

54.5

66.7

24.9

30.8

24.5

17.4

11.3

41.3

47.4

78.9

71.4

8.7

12.7

66.7

66.7

62.5

24.9

18.5

37.6

33.9

83.3

64.3

17.5

37.2

26.1

10.0

8.5

22.2

20.2

14.5

9.3

0.0

0.0

3.9

6.7

0.0

0.0

40.9

25.0

6.6

4.1

2.2

0.0

0.0

0.0

2.0

6.7

0.0

8.9

2.2

5.6

12.5

0.0

0.0

8.7

1.9

4.5

0.0

6.5

6.2

7.1

4.1

2.8

2.4

2.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.9

16.7

17.6

24.1

22.9

23.8

23.7

15.8

11.3

9.8

10.9

11.1

4.1

6.5

6.9

5.1

8.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.5

1.6

0.0

0.0

0.0

1.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

社会福祉法人 医療法人 株式会社 有限会社 ＮＰＯ法人 その他 無回答

(%)

0 20 40 60 80 100

平成25年度

(N=289)

平成22年度

(N=211)

平成25年度

(N=49)

平成22年度

(N=46)

平成25年度

(N=194)

平成22年度

(N=124)

平成25年度

(N=18)

平成22年度

(N=14)

平成25年度

(N=80)

平成22年度

(N=76)

平成25年度

(N=38)

平成22年度

(N=35)

平成25年度

(N=218)

平成22年度

(N=157)

平成25年度

(N=54)

平成22年度

(N=51)

平成25年度

(N=51)
平成22年度

(N=15)

平成25年度

(N=24)

平成25年度

(N=22)

平成22年度

(N=12)

居宅介護支援

介護予防支援

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護

特定施設入居者生活介護
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《施設サービス》 

「介護老人保健施設」や「介護療養型医療施設」では「医療法人」の占める割合が

依然高くなっていますが，平成25年度調査の結果では，「介護老人保健施設」における，

「社会福祉法人」「医療法人」の割合が平成22年度調査の結果より低下し，「その他」

の割合が上昇しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《地域密着型サービス》 

「小規模多機能型居宅介護」，「夜間対応型訪問介護」，「認知症対応型通所介護」は，

「社会福祉法人」の占める割合が依然高くなっていますが，平成25年度調査の結果で

は，いずれのサービスも「株式会社」の割合が平成22年度調査の結果より高くなって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

100.0

100.0

14.7

21.1

0.0

0.0

66.7

80.0

68.4

64.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

33.3

20.0

20.6

10.5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

社会福祉法人 医療法人 株式会社 有限会社 ＮＰＯ法人 その他 無回答

平成25年度

(N=48)

平成22年度

(N=36)

平成25年度

(N=34)

平成22年度

(N=19)

平成25年度

(N=15)

平成22年度

(N=12)
(%)

0 20 40 60 80 100

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

65.5

82.6

66.7

100.0

64.0

69.6

12.8

22.0

33.3

17.2

8.7

12.0

13.0

38.5

39.0

0.0

10.3

8.7

33.3

16.0

13.0

33.3

26.8

66.7

0.0

0.0

0.0

12.2

12.8

3.4

0.0

0.0

8.0

4.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

3.4

0.0

0.0

2.6

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

社会福祉法人 医療法人 株式会社 有限会社 ＮＰＯ法人 その他 無回答

(%)
0 20 40 60 80 100

平成25年度

(N=29)

平成22年度

(N=23)

平成25年度

(N=6)

平成22年度

(N=2)

平成25年度

(N=25)

平成22年度

(N=23)

平成25年度

(N=39)

平成22年度

(N=41)

平成25年度

(N=3)

小規模多機能型居宅介護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

認知症対応型共同生活介護

定期巡回・随時対応型訪問

介護看護
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（３）従業者数 

問２ 貴事業所における従業者数を御記入ください。（平成25年12月1日現在の状況で

お答えください） 

回答事業所の全従業員数は，総数で34,353.5人，そのうち常勤が24,898.5人（72.5％）

に対し，非常勤が9,455.0人（27.5％）となっています。 

職種別では，「介護職員」が12,631.5人（36.8％）と最も多く，次いで「看護師」が2,168.9

人（6.3％）となっています。また，介護職員のうち，「介護福祉士」の資格を持つ者が

6,289.5人（49.8％）で半数を占め，次いで訪問介護員2級が3,775.0人（29.9％）で介護

職員の3人に1人が，訪問介護員2級の資格を持っています。 

介護職員は，主に介護福祉士または訪問介護員2級取得者ですが，介護福祉士のうち

19.0％（1,196.9人）が，また訪問介護員2級のうち51.4％（1,939.9人）が非常勤労働者

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

948.0

487.8

19.5

92.4

2,168.9

742.0

1,419.2

12,631.5

6,289.5

278.6

131.9

3,775.0

10.9

142.1

427.1

212.2

54.5

110.3

710.7

244.5

2.0 

247.7

217.0

384.3

1,028.9

438.4

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000

管理者

医師

歯科医師

薬剤師

看護師

准看護師

介護支援専門員

介護職員

うち介護福祉士

うち介護職員基礎研修

うち訪問介護員１級

うち訪問介護員２級

うち訪問介護員３級

うち初任者研修

理学療法士

作業療法士

言語聴覚士

柔道整復師・あん摩マッサージ指圧師

生活相談員・支援相談員

うち社会福祉士

福祉用具専門相談員

栄養士

うち管理栄養士

調理員

事務職員

その他

（人）

常勤 非常勤

(N=1,132)
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◆従業者内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人）
 

常勤 非常勤

１．管理者 942.3 5.7

２．医師 351.6 136.2

３．歯科医師 16.0 3.5

４．薬剤師 60.7 31.7

５．看護師 1,632.8 536.1

６．准看護師 516.0 226.0

７．介護支援専門員 1,285.4 133.8

８．介護職員 8,496.0 4,135.5

９．うち介護福祉士 5,092.6 1,196.9

１０．うち介護職員基礎研修 206.8 71.8

１１．うち訪問介護員１級 60.5 71.4

１２．うち訪問介護員２級 1,835.1 1,939.9

１３．うち訪問介護員３級 2.0 8.9

１４．うち初任者研修 86.0 56.1

１５．理学療法士 371.5 55.6

１６．作業療法士 187.4 24.8

１７．言語聴覚士 51.2 3.3

１８．柔道整復師・あん摩マッサージ指圧師 79.5 30.8

１９．生活相談員・支援相談員 675.0 35.7

２０．うち社会福祉士 236.2 8.3

２１．福祉用具専門相談員 2.0 0.0

２２．栄養士 237.8 9.9

２３．うち管理栄養士 209.7 7.3

２４．調理員 192.9 191.4

２５．事務職員 854.7 174.2

２６．その他 139.4 299.0

２７．上記１～２６（７を除く）のうち介護支援専門員（再掲） 668.2 51.0

２８．上記１～２６のうち訪問介護のサービス提供責任者（再掲） 409.2 10.2
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２．サービスの利用者の状況等について 

（１）サービス利用定員・利用者数 

問３ 貴事業所において，サービスを利用されている方について，御記入ください。 

 

①定員（設定がある場合のみ，平成25年12月1日現在）  

【サービス種別 定員】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.0

25.5

50.0

8.0

42.1

23.7

34.0

25.0

84.0

50.0

36.9

15.2

15.0 15.0 65.0

91.1

84.8

71.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

6.7

0.0

0.0

6.5

0.0

6.9

20.0

11.1

0.0

0.0

0.0

7.9

20.2

39.1

21.3

25.0

5.0

93.1

4.0

80.0

88.9

0.0

9.1

14.3

8.5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2.2

6.1

7.1

11.1

19.6

8.5

0.0

0.0

4.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

7.1

19.6

6.1

2.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

１～９人 10～19人 20～29人 30～39人 40～49人 50人以上

通所介護

(N=198)

通所リハビリテーション

(N=46)

短期入所生活介護

(N=47)

短期入所療養介護

(N=4)

特定施設入居者生活介護

(N=20)

小規模多機能型居宅介護

(N=29)

認知症対応型通所介護

(N=25)

認知症対応型共同生活介護

(N=38)

地域密着型特定施設入居者生

活介護(N=5)

地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護(N=9)

介護老人福祉施設

(N=45)

介護老人保健施設

(N=33)

介護療養型医療施設

(N=14)
(%)

0 20 40 60 80 100
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②利用者数（平成25年11月1日から11月30日までの実人数） 

【サービス種別 利用者数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.0

18.0

16.7

22.5

31.6

8.3

5.6

15.7

50.0

18.2

37.9

40.0

94.9

33.3

40.0

10.0

6.7

13.5

18.6

27.8

18.8

26.3

17.0

9.3

23.5

37.5

36.4

62.1

52.0

60.0

80.0

20.0

12.1

15.5

33.3

28.8

13.2

16.1

16.7

27.5

31.3

33.3

14.9

12.9

13.8

18.4

12.8

20.4

18.2

33.3

22.8

18.3

25.9

15.7

66.7

17.6

14.2

75.5

10.1

11.1

16.7

17.6

20.0

0.5

0.0

0.0

0.0

2.9

4.1

0.0

5.1

33.3

6.3

8.8

2.0

12.5

18.2

0.0

16.7

0.0

0.0

0.0

0.0

10.0

5.9

4.1

5.6

5.9

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

8.3

2.9

13.3

9.8

11.1

17.4

12.1

11.3

44.1

35.4

6.1

0.0

2.5

7.9

0.0

4.5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

10.3

8.2

11.1

8.8

2.6

0.0

4.5

0.0

4.0

0.0

0.0

0.0

0.0

12.5

6.7

12.9

5.6

5.0

0.0

2.0

0.0

0.0

0.0

4.0

0.0

0.0

0.0

0.0

6.3

0.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

１～19人 20～39人 40～59人 60～79人 80～99人 100～149人 150人以上 無回答

居宅介護支援

(N=289)

介護予防支援

(N=49)

訪問介護

(N=194)

訪問入浴介護

(N=18)

訪問看護

(N=80)

訪問リハビリテーション

(N=38)

通所介護

(N=218)

通所リハビリテーション

(N=54)

短期入所生活介護

(N=51)

短期入所療養介護

(N=24)

特定施設入居者生活介護(N=22)

小規模多機能型居宅介護

(N=29)

夜間対応型訪問介護

(N=6)

認知症対応型通所介護

(N=25)

認知症対応型共同生活介護

(N=39)

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

(N=3)

地域密着型特定施設入居者生活介護

(N=5)

地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護(N=10)

介護老人福祉施設

(N=48)

介護老人保健施設

(N=34)

介護療養型医療施設

(N=15)
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（２）サービス利用者の特性 

①要介護度別・居住地別利用者数 

問４ 問３②の利用者数について，要介護度別・居住地別の人数を御記入ください。 

サービス利用者を要介護度別でみると，要介護2が23，503人で最も多くなっています。 

サービス提供率をみると，全体では「事業所が位置する日常生活圏域内」が55.1％を

占め，特に要支援1・2の割合が7割を超え，日常生活圏域内での提供率が高くなっていま

す。一方，要介護度が重度化するにつれて，「市内の他の行政区」での提供率が高くなり，

日常生活圏域内での提供率は要支援者に比べ低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7,240 

11,686 

16,389 

23,503

16,909 

11,134 

9,124

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

（人）

事業所が位置する日常生活圏域内

事業所が位置する行政区内

市内の他の行政区

他の市町村

(N=1,215)

（上段：人，下段：％）
 

事業所が位置する
日常生活圏域内

事業所が位置する
行政区内

市内の他の行政区 他の市町村 合計

要支援１ 5,683 1,219 292 46 7,240
78.5 16.8 4.0 0.6 100.0

要支援２ 8,938 2,098 567 83 11,686
76.5 18.0 4.9 0.7 100.0

要介護１ 9,053 5,224 1,869 243 16,389
55.2 31.9 11.4 1.5 100.0

要介護２ 12,431 7,401 3,264 407 23,503
52.9 31.5 13.9 1.7 100.0

要介護３ 8,178 5,358 2,980 393 16,909
48.4 31.7 17.6 2.3 100.0

要介護４ 4,860 3,627 2,255 392 11,134
43.7 32.6 20.3 3.5 100.0

要介護５ 3,745 2,968 2,038 373 9,124
41.0 32.5 22.3 4.1 100.0

合計 52,888 27,895 13,265 1,937 95,985

55.1 29.1 13.8 2.0 100.0
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＜経年比較＞ 

平成25年度調査，平成22年度調査とも，全体では「事業所が位置する日常生活圏

域内」での提供率が5割を占めており，その割合は，今回やや上昇しています。 

要介護度別では，平成22年度調査の結果に比べ，いずれの要介護度も「事業所が

位置する行政区内」での提供率はやや低下し，「事業所が位置する日常生活圏域内」

が上昇しており，要介護者の日常生活圏域内でのサービス提供が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（上段：人，下段：％）

 
事業所が位置する
日常生活圏域内

事業所が位置する
行政区内

市内の他の行政区 他の市町村 合計

要支援１ 平成25年度 5,683 1,219 292 46 7,240

78.5 16.8 4.0 0.6 100.0

平成22年度 4,881 1,509 275 39 6,704

72.8 22.5 4.1 0.6 100.0

要支援２ 平成25年度 8,938 2,098 567 83 11,686

76.5 18.0 4.9 0.7 100.0

平成22年度 7,235 2,198 504 93 10,030

72.1 21.9 5.0 0.9 100.0

要介護１ 平成25年度 9,053 5,224 1,869 243 16,389

55.2 31.9 11.4 1.5 100.0

平成22年度 5,990 4,330 1,348 210 11,878

50.4 36.5 11.3 1.8 100.0

要介護２ 平成25年度 12,431 7,401 3,264 407 23,503

52.9 31.5 13.9 1.7 100.0

平成22年度 8,674 6,921 2,456 371 18,422

47.1 37.6 13.3 2.0 100.0

要介護３ 平成25年度 8,178 5,358 2,980 393 16,909

48.4 31.7 17.6 2.3 100.0

平成22年度 6,244 4,813 2,410 350 13,817

45.2 34.8 17.4 2.5 100.0

要介護４ 平成25年度 4,860 3,627 2,255 392 11,134

43.7 32.6 20.3 3.5 100.0

平成22年度 4,023 3,217 1,985 314 9,539

42.2 33.7 20.8 3.3 100.0

要介護５ 平成25年度 3,745 2,968 2,038 373 9,124

41.0 32.5 22.3 4.1 100.0

平成22年度 3,197 2,660 2,079 356 8,292

38.6 32.1 25.1 4.3 100.0

合計 平成25年度 52,888 27,895 13,265 1,937 95,985

55.1 29.1 13.8 2.0 100.0

平成22年度 40,244 25,648 11,057 1,733 78,682

51.1 32.6 14.1 2.2 100.0
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【サービス種別 要介護度別・居住地別利用者数】 

□居宅サービス 

居宅サービスでは，要介護2の利用者が21,744人で最も多く，次いで，要介護1

が15,730人，要介護3が13,872人となっています。 

サービス提供範囲については，「事業所が位置する日常生活圏域内」での提供率

は，要支援1・2は7割を超えているのに対し，要介護1以上では概ね5割であり，全

サービス種別の結果と同様の傾向を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7,218 

11,641 

15,730 

21,744 

13,872

8,068 

6,392 

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

（人）

事業所が位置する日常生活圏域内

事業所が位置する行政区内

市内の他の行政区

他の市町村

(N=1,005)

（上段：人，下段：％）
 

事業所が位置する
日常生活圏域内

事業所が位置する
行政区内

市内の他の行政区 他の市町村 合計

要支援１ 5,667 1,213 292 46 7,218
78.5 16.8 4.0 0.6 100.0

要支援２ 8,911 2,086 563 81 11,641
76.5 17.9 4.8 0.7 100.0

要介護１ 8,741 5,031 1,749 209 15,730
55.6 32.0 11.1 1.3 100.0

要介護２ 11,797 6,859 2,798 290 21,744
54.3 31.5 12.9 1.3 100.0

要介護３ 7,218 4,420 2,011 223 13,872
52.0 31.9 14.5 1.6 100.0

要介護４ 4,036 2,619 1,250 163 8,068
50.0 32.5 15.5 2.0 100.0

要介護５ 3,037 2,099 1,091 165 6,392
47.5 32.8 17.1 2.6 100.0

合計 49,407 24,327 9,754 1,177 84,665

58.4 28.7 11.5 1.4 100.0
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＜経年比較＞ 

平成25年度調査，平成22年度調査とも，全体では「事業所が位置する日常生活圏

域内」での提供率が5割以上を占めており，その割合は，上昇傾向にあります。 

要介護度別では，平成22年度調査の結果に比べ，いずれの要介護度も「事業所が

位置する行政区内」での提供率はやや低下し，「事業所が位置する日常生活圏域内」

が上昇しており，要介護者の日常生活圏域内でのサービス提供が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（上段：人，下段：％）

 
事業所が位置する
日常生活圏域内

事業所が位置する
行政区内

市内の他の行政区 他の市町村 合計

要支援１ 平成25年度 5,667 1,213 292 46 7,218

78.5 16.8 4.0 0.6 100.0

平成22年度 4,272 1,349 248 27 5,896

72.5 22.9 4.2 0.5 100.0

要支援２ 平成25年度 8,911 2,086 563 81 11,641

76.5 17.9 4.8 0.7 100.0

平成22年度 6,301 1,947 472 69 8,789

71.7 22.2 5.4 0.8 100.0

要介護１ 平成25年度 8,741 5,031 1,749 209 15,730

55.6 32.0 11.1 1.3 100.0

平成22年度 5,086 3,627 1,118 131 9,962

51.1 36.4 11.2 1.3 100.0

要介護２ 平成25年度 11,797 6,859 2,798 290 21,744

54.3 31.5 12.9 1.3 100.0

平成22年度 7,279 5,562 1,922 235 14,998

48.5 37.1 12.8 1.6 100.0

要介護３ 平成25年度 7,218 4,420 2,011 223 13,872

52.0 31.9 14.5 1.6 100.0

平成22年度 4,816 3,540 1,525 166 10,047

47.9 35.2 15.2 1.7 100.0

要介護４ 平成25年度 4,036 2,619 1,250 163 8,068

50.0 32.5 15.5 2.0 100.0

平成22年度 2,822 2,163 1,076 97 6,158

45.8 35.1 17.5 1.6 100.0

要介護５ 平成25年度 3,037 2,099 1,091 165 6,392

47.5 32.8 17.1 2.6 100.0

平成22年度 2,124 1,646 999 74 4,843

43.9 34.0 20.6 1.5 100.0

合計 平成25年度 49,407 24,327 9,754 1,177 84,665

58.4 28.7 11.5 1.4 100.0

平成22年度 32,700 19,834 7,360 799 60,693

53.9 32.7 12.1 1.3 100.0
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□施設サービス 

施設サービスでは，要介護4の利用者が2,505人で最も多く，次いで要介護5が  

2,316人，要介護3が2,203人で，要介護3以上で8割を占めています。 

サービス提供範囲が広域のため，「事業所が位置する行政区内」や「市内の他の

行政区」が多くなっています。 
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14 

279

1,010 

2,203 

2,505

2,316

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

（人）

事業所が位置する日常生活圏域内

事業所が位置する行政区内

市内の他の行政区

他の市町村

(N=96)

（上段：人，下段：％）
 

事業所が位置する
日常生活圏域内

事業所が位置する
行政区内

市内の他の行政区 他の市町村 合計

要支援１ 2 3 0 0 5
40.0 60.0 0.0 0.0 100.0

要支援２ 5 5 2 2 14
35.7 35.7 14.3 14.3 100.0

要介護１ 98 81 68 32 279
35.1 29.0 24.4 11.5 100.0

要介護２ 249 327 326 108 1,010
24.7 32.4 32.3 10.7 100.0

要介護３ 539 702 796 166 2,203
24.5 31.9 36.1 7.5 100.0

要介護４ 582 815 881 227 2,505
23.2 32.5 35.2 9.1 100.0

要介護５ 532 741 835 208 2,316
23.0 32.0 36.1 9.0 100.0

合計 2,007 2,674 2,908 743 8,332

24.1 32.1 34.9 8.9 100.0
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＜経年比較＞ 

施設サービスにおける利用者の状況をみると，要介護3以上の利用が中心となって

います。 

利用者の所在地ごとの構成割合をみると，平成22年度調査と同様「事業所が位置

する日常生活圏域内」「事業所が位置する行政区内」「市内の他の行政区」のいずれ

も概ね平均的に分布しており，居宅サービスや地域密着型サービスと比較すると「市

内の他の行政区」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（上段：人，下段：％）

 
事業所が位置する
日常生活圏域内

事業所が位置する
行政区内

市内の他の行政区 他の市町村 合計

要支援１ 平成25年度 2 3 0 0 5

40.0 60.0 0.0 0.0 100.0

平成22年度 3 4 2 0 9

33.3 44.4 22.2 0.0 100.0

要支援２ 平成25年度 5 5 2 2 14

35.7 35.7 14.3 14.3 100.0

平成22年度 5 24 7 0 36

13.9 66.7 19.4 0.0 100.0

要介護１ 平成25年度 98 81 68 32 279

35.1 29.0 24.4 11.5 100.0

平成22年度 54 88 71 11 224

24.1 39.3 31.7 4.9 100.0

要介護２ 平成25年度 249 327 326 108 1,010

24.7 32.4 32.3 10.7 100.0

平成22年度 176 225 225 46 672

26.2 33.5 33.5 6.8 100.0

要介護３ 平成25年度 539 702 796 166 2,203

24.5 31.9 36.1 7.5 100.0

平成22年度 487 422 466 85 1,460

33.4 28.9 31.9 5.8 100.0

要介護４ 平成25年度 582 815 881 227 2,505

23.2 32.5 35.2 9.1 100.0

平成22年度 555 480 503 108 1,646

33.7 29.2 30.6 6.6 100.0

要介護５ 平成25年度 532 741 835 208 2,316

23.0 32.0 36.1 9.0 100.0

平成22年度 552 412 561 139 1,664

33.2 24.8 33.7 8.4 100.0

合計 平成25年度 2,007 2,674 2,908 743 8,332

24.1 32.1 34.9 8.9 100.0

平成22年度 1,832 1,655 1,835 389 5,711

32.1 29.0 32.1 6.8 100.0



 

- 233 - 

□地域密着型サービス 

地域密着型サービスでは，要介護3の利用者が834人で最も多く，次いで要介護2

が749人，要介護4が561人となっています。 

サービス提供率をみると，全体では「事業所が位置する日常生活圏域内」が

49.3％を占めており，要支援1・2での割合は7割を超え，圏域内での提供率が高く

なっています。一方，要介護度が重度化するにつれて，「市内の他の行政区」での

提供率が高くなり，日常生活圏域内での提供率は要支援者に比べ低くなっていま

す。今後は，要介護度が重度化しても，日常生活圏域内のサービスを利用できる

よう提供体制を整える必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（上段：人，下段：％）
 

事業所が位置する
日常生活圏域内

事業所が位置する
行政区内

市内の他の行政区 他の市町村 合計

要支援１ 14 3 0 0 17
82.4 17.6 0.0 0.0 100.0

要支援２ 22 7 2 0 31
71.0 22.6 6.5 0.0 100.0

要介護１ 214 112 52 2 380
56.3 29.5 13.7 0.5 100.0

要介護２ 385 215 140 9 749
51.4 28.7 18.7 1.2 100.0

要介護３ 421 236 173 4 834
50.5 28.3 20.7 0.5 100.0

要介護４ 242 193 124 2 561
43.1 34.4 22.1 0.4 100.0

要介護５ 176 128 112 0 416
42.3 30.8 26.9 0.0 100.0

合計 1,474 894 603 17 2,988

49.3 29.9 20.2 0.6 100.0
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要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

（人）

事業所が位置する日常生活圏域内

事業所が位置する行政区内

市内の他の行政区

他の市町村

(N=114)
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＜経年比較＞ 

平成25年度調査，平成22年度調査とも，全体では「事業所が位置する日常生活圏

域内」での提供率が約5割を占めており，その割合は，今回やや上昇しています。 

要介護度別では，平成22年度調査の結果に比べ，いずれの要介護度も「市内の他

の行政区」での提供率はやや低下し，「事業所が位置する行政区内」が上昇していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（上段：人，下段：％）

 
事業所が位置する
日常生活圏域内

事業所が位置する
行政区内

市内の他の行政区 他の市町村 合計

要支援１ 平成25年度 14 3 0 0 17

82.4 17.6 0.0 0.0 100.0

平成22年度 2 5 0 0 7

28.6 71.4 0.0 0.0 100.0

要支援２ 平成25年度 22 7 2 0 31

71.0 22.6 6.5 0.0 100.0

平成22年度 16 5 5 0 26

61.5 19.2 19.2 0.0 100.0

要介護１ 平成25年度 214 112 52 2 380

56.3 29.5 13.7 0.5 100.0

平成22年度 162 72 53 1 288

56.3 25.0 18.4 0.3 100.0

要介護２ 平成25年度 385 215 140 9 749

51.4 28.7 18.7 1.2 100.0

平成22年度 250 130 100 6 486

51.4 26.7 20.6 1.2 100.0

要介護３ 平成25年度 421 236 173 4 834

50.5 28.3 20.7 0.5 100.0

平成22年度 271 207 152 7 637

42.5 32.5 23.9 1.1 100.0

要介護４ 平成25年度 242 193 124 2 561

43.1 34.4 22.1 0.4 100.0

平成22年度 155 78 99 3 335

46.3 23.3 29.6 0.9 100.0

要介護５ 平成25年度 176 128 112 0 416

42.3 30.8 26.9 0.0 100.0

平成22年度 82 72 63 6 223

36.8 32.3 28.3 2.7 100.0

合計 平成25年度 1,474 894 603 17 2,988

49.3 29.9 20.2 0.6 100.0

平成22年度 938 569 472 23 2,002

46.9 28.4 23.6 1.1 100.0
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②認知症高齢者の日常生活自立度別・居住地別利用者数 

問４-２ 問３②の利用者数について，認知症高齢者の日常生活自立度別・居住地別の

人数を御記入ください。 

認知症高齢者の日常生活自立度別の利用者は，自立が17,986人で最も多く，次いでⅠ

が15,557人，Ⅱｂが10,775人で全体の61.1％を占めています。 

サービス提供については，「事業所が位置する日常生活圏域内」での提供率が全体の

54.5％を占めています。圏域内での提供率は，認知症の程度が軽度であるほど「事業所

が位置する日常生活圏域内」でのサービス提供が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17,986 

15,557

9,557 

10,775

9,266 

3,645 

4,695 

1,094 

0 5,000 10,000 15,000 20,000

自立

Ｉ

Ⅱａ

Ⅱｂ

Ⅲａ

Ⅲｂ

Ⅳ

Ｍ

（人）

事業所が位置する日常生活圏域内

事業所が位置する行政区内

市内の他の行政区

他の市町村

(N=1,019)

（上段：人，下段：％）

 
事業所が位置する
日常生活圏域内

事業所が位置する
行政区内

市内の他の行政区 他の市町村 合計

自立 11,333 4,479 1,927 247 17,986
63.0 24.9 10.7 1.4 100.0

Ｉ 9,606 3,914 1,811 226 15,557
61.7 25.2 11.6 1.5 100.0

Ⅱａ 5,078 2,927 1,371 181 9,557
53.1 30.6 14.3 1.9 100.0

Ⅱｂ 5,349 3,306 1,855 265 10,775
49.6 30.7 17.2 2.5 100.0

Ⅲａ 4,253 2,857 1,905 251 9,266
45.9 30.8 20.6 2.7 100.0

Ⅲｂ 1,581 1,145 799 120 3,645
43.4 31.4 21.9 3.3 100.0

Ⅳ 1,837 1,555 983 220 4,595
40.0 33.8 21.4 4.8 100.0

Ｍ 475 373 190 56 1,094

43.4 34.1 17.4 5.1 100.0

合計 39,512 20,556 10,841 1,566 72,475

54.5 28.4 15.0 2.2 100.0
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＜経年比較＞ 

平成25年度調査，平成22年度調査ともに，全体では「事業所が位置する日常生活

圏域内」での提供率が5割を占めており，その割合は，今回やや上昇しています。 

認知症の自立度が自立からⅡaについては「事業所が位置する行政区内」から，認

知症の自立度Ｍについては，「市内の他の行政区内」からいずれも，「事業所が位置

する日常生活圏域内」に移行しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（上段：人，下段：％）

 
事業所が位置する
日常生活圏域内

事業所が位置する
行政区内

市内の他の行政区 他の市町村 合計

自立 平成25年度 11,333 4,479 1,927 247 17,986

63.0 24.9 10.7 1.4 100.0

平成22年度 8,821 4,125 1,525 219 14,690

60.0 28.1 10.4 1.5 100.0

Ｉ 平成25年度 9,606 3,914 1,811 226 15,557

61.7 25.2 11.6 1.5 100.0

平成22年度 7,316 3,623 1,591 182 12,712

57.6 28.5 12.5 1.4 100.0

Ⅱａ 平成25年度 5,078 2,927 1,371 181 9,557

53.1 30.6 14.3 1.9 100.0

平成22年度 5,643 3,761 1,596 250 11,250

50.2 33.4 14.2 2.2 100.0

Ⅱｂ 平成25年度 5,349 3,306 1,855 265 10,775

49.6 30.7 17.2 2.5 100.0

平成22年度 2,461 1,574 858 117 5,010

49.1 31.4 17.1 2.3 100.0

Ⅲａ 平成25年度 4,253 2,857 1,905 251 9,266

45.9 30.8 20.6 2.7 100.0

平成22年度 2,803 2,280 1,366 215 6,664

42.1 34.2 20.5 3.2 100.0

Ⅲｂ 平成25年度 1,581 1,145 799 120 3,645

43.4 31.4 21.9 3.3 100.0

平成22年度 1,253 987 686 73 2,999

41.8 32.9 22.9 2.4 100.0

Ⅳ 平成25年度 1,837 1,555 983 220 4,595

40.0 33.8 21.4 4.8 100.0

平成22年度 1,772 1,402 1,005 203 4,382

40.4 32.0 22.9 4.6 100.0

Ｍ 平成25年度 475 373 190 56 1,094

43.4 34.1 17.4 5.1 100.0

平成22年度 544 465 345 39 1,393

39.1 33.4 24.8 2.8 100.0

合計 平成25年度 39,512 20,556 10,841 1,566 72,475

54.5 28.4 15.0 2.2 100.0

平成22年度 30,613 18,216 8,972 1,298 59,099

51.8 30.8 15.2 2.2 100.0
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【サービス種別 認知症高齢者の日常生活自立度別・居住地別利用者数】 

□居宅サービス 

居宅サービスでは，自立とⅠの利用者が多くなっています。 

提供率は，「事業所が位置する日常生活圏域内」が全体の58.4％で最も高くなっ

ています。また，認知症の程度が重くなるにつれて，「事業所が位置する日常生活

圏域内」から「事業所が位置する行政区内」に広がっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17,592

14,819 

8,679

9,158

6,516

2,446

2,556

864 

0 5,000 10,000 15,000 20,000

自立

Ｉ

Ⅱａ

Ⅱｂ

Ⅲａ

Ⅲｂ

Ⅳ

Ｍ

（人）

事業所が位置する日常生活圏域内

事業所が位置する行政区内

市内の他の行政区

他の市町村

(N=826)

（上段：人，下段：％）

 
事業所が位置する
日常生活圏域内

事業所が位置する
行政区内

市内の他の行政区 他の市町村 合計

自立 11,214 4,361 1,794 223 17,592
63.7 24.8 10.2 1.3 100.0

Ｉ 9,400 3,685 1,557 177 14,819
63.4 24.9 10.5 1.2 100.0

Ⅱａ 4,811 2,642 1,100 126 8,679
55.4 30.4 12.7 1.5 100.0

Ⅱｂ 4,900 2,761 1,353 144 9,158
53.5 30.1 14.8 1.6 100.0

Ⅲａ 3,411 2,011 1,004 90 6,516
52.3 30.9 15.4 1.4 100.0

Ⅲｂ 1,214 769 412 51 2,446
49.6 31.4 16.8 2.1 100.0

Ⅳ 1,237 910 367 42 2,556
48.4 35.6 14.4 1.6 100.0

Ｍ 388 300 133 43 864

44.9 34.7 15.4 5.0 100.0

合計 36,575 17,439 7,720 896 62,630

58.4 27.8 12.3 1.4 100.0
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＜経年比較＞ 

平成25年度調査，平成22年度調査とも，全体では「事業所が位置する日常生活圏

域内」での提供率が5割を占めており，その割合は，今回やや上昇しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（上段：人，下段：％）

 
事業所が位置する
日常生活圏域内

事業所が位置する
行政区内

市内の他の行政区 他の市町村 合計

自立 平成25年度 11,214 4,361 1,794 223 17,592

63.7 24.8 10.2 1.3 100.0

平成22年度 7,971 3,310 1,361 194 12,836

62.1 25.8 10.6 1.5 100.0

Ｉ 平成25年度 9,400 3,685 1,557 177 14,819

63.4 24.9 10.5 1.2 100.0

平成22年度 6,363 2,865 1,343 162 10,733

59.3 26.7 12.5 1.5 100.0

Ⅱａ 平成25年度 4,811 2,642 1,100 126 8,679

55.4 30.4 12.7 1.5 100.0

平成22年度 4,555 2,655 1,141 185 8,536

53.4 31.1 13.4 2.2 100.0

Ⅱｂ 平成25年度 4,900 2,761 1,353 144 9,158

53.5 30.1 14.8 1.6 100.0

平成22年度 1,934 1,085 560 55 3,634

53.2 29.9 15.4 1.5 100.0

Ⅲａ 平成25年度 3,411 2,011 1,004 90 6,516

52.3 30.9 15.4 1.4 100.0

平成22年度 1,957 1,398 593 93 4,041

48.4 34.6 14.7 2.3 100.0

Ⅲｂ 平成25年度 1,214 769 412 51 2,446

49.6 31.4 16.8 2.1 100.0

平成22年度 843 604 298 45 1,790

47.1 33.7 16.6 2.5 100.0

Ⅳ 平成25年度 1,237 910 367 42 2,556

48.4 35.6 14.4 1.6 100.0

平成22年度 1,100 783 353 44 2,280

48.2 34.3 15.5 1.9 100.0

Ｍ 平成25年度 388 300 133 43 864

44.9 34.7 15.4 5.0 100.0

平成22年度 409 282 142 9 842

48.6 33.5 16.9 1.1 100.0

合計 平成25年度 36,575 17,439 7,720 896 62,630

58.4 27.8 12.3 1.4 100.0

平成22年度 25,132 12,982 5,791 787 44,692

56.2 29.0 13.0 1.8 100.0
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□施設サービス 

施設サービスでは，ⅢａとⅣの利用者が多くなっています。 

居宅サービス及び地域密着型サービスとは異なり，「事業所が位置する日常生活

圏域内」での提供率は低く，「市内の他の行政区」「事業所が位置する行政区内」

が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

262 

541 

633 

1,190 

2,229 

988 

1,735 

174 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

自立

Ｉ

Ⅱａ

Ⅱｂ

Ⅲａ

Ⅲｂ

Ⅳ

Ｍ

（人）

事業所が位置する日常生活圏域内

事業所が位置する行政区内

市内の他の行政区

他の市町村

(N=89)

（上段：人，下段：％）

 
事業所が位置する
日常生活圏域内

事業所が位置する
行政区内

市内の他の行政区 他の市町村 合計

自立 64 79 97 22 262
24.4 30.2 37.0 8.4 100.0

Ｉ 138 175 182 46 541
25.5 32.3 33.6 8.5 100.0

Ⅱａ 155 199 225 54 633
24.5 31.4 35.5 8.5 100.0

Ⅱｂ 272 403 400 115 1,190
22.9 33.9 33.6 9.7 100.0

Ⅲａ 606 681 783 159 2,229
27.2 30.6 35.1 7.1 100.0

Ⅲｂ 266 314 340 68 988
26.9 31.8 34.4 6.9 100.0

Ⅳ 471 550 536 178 1,735
27.1 31.7 30.9 10.3 100.0

Ｍ 59 48 54 13 174

33.9 27.6 31.0 7.5 100.0

合計 2,031 2,449 2,617 655 7,752

26.2 31.6 33.8 8.4 100.0
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＜経年比較＞ 

全体では「事業所が位置する日常生活圏域内」での提供率が平成22年度調査の結

果に比べ低下し，「市内の他の行政区」での提供率が上昇しています。 

認知症の自立度別でみると，平成22年度調査の結果に比べ，自立からⅡaは「事業

所が位置する日常生活圏域内」の提供率は低下し，「市内の他の行政区」での提供率

が上昇し，Ｍは「事業所が位置する日常生活圏域内」での提供率が上昇しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（上段：人，下段：％）

 
事業所が位置する
日常生活圏域内

事業所が位置する
行政区内

市内の他の行政区 他の市町村 合計

自立 平成25年度 64 79 97 22 262

24.4 30.2 37.0 8.4 100.0

平成22年度 56 69 47 12 184

30.4 37.5 25.5 6.5 100.0

Ｉ 平成25年度 138 175 182 46 541

25.5 32.3 33.6 8.5 100.0

平成22年度 112 116 118 21 367

30.5 31.6 32.2 5.7 100.0

Ⅱａ 平成25年度 155 199 225 54 633

24.5 31.4 35.5 8.5 100.0

平成22年度 309 268 277 53 907

34.1 29.5 30.5 5.8 100.0

Ⅱｂ 平成25年度 272 403 400 115 1,190

22.9 33.9 33.6 9.7 100.0

平成22年度 133 98 129 18 378

35.2 25.9 34.1 4.8 100.0

Ⅲａ 平成25年度 606 681 783 159 2,229

27.2 30.6 35.1 7.1 100.0

平成22年度 443 304 428 106 1,281

34.6 23.7 33.4 8.3 100.0

Ⅲｂ 平成25年度 266 314 340 68 988

26.9 31.8 34.4 6.9 100.0

平成22年度 208 161 180 34 583

35.7 27.6 30.9 5.8 100.0

Ⅳ 平成25年度 471 550 536 178 1,735

27.1 31.7 30.9 10.3 100.0

平成22年度 400 288 367 99 1,154

34.7 25.0 31.8 8.6 100.0

Ｍ 平成25年度 59 48 54 13 174

33.9 27.6 31.0 7.5 100.0

平成22年度 41 83 129 21 274

15.0 30.3 47.1 7.7 100.0

合計 平成25年度 2,031 2,449 2,617 655 7,752

26.2 31.6 33.8 8.4 100.0

平成22年度 1,702 1,387 1,675 364 5,128

33.2 27.0 32.7 7.1 100.0
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□地域密着型サービス 

地域密着型サービスでは，ⅡｂとⅢａの利用者が多くなっています。 

「事業所が位置する日常生活圏域内」での提供率が高くなっていますが，「事業

所が位置する行政区内」「市内の他の行政区」の割合も比較的高く，圏域を超えた

サービス提供を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

132 

197 

245 

427

521 

211

304 

56 

0 100 200 300 400 500 600

自立

Ｉ

Ⅱａ

Ⅱｂ

Ⅲａ

Ⅲｂ

Ⅳ

Ｍ

（人）

事業所が位置する日常生活圏域内

事業所が位置する行政区内

市内の他の行政区

他の市町村

(N=104)

（上段：人，下段：％）

 
事業所が位置する
日常生活圏域内

事業所が位置する
行政区内

市内の他の行政区 他の市町村 合計

自立 55 39 36 2 132
41.7 29.5 27.3 1.5 100.0

Ｉ 68 54 72 3 197
34.5 27.4 36.5 1.5 100.0

Ⅱａ 112 86 46 1 245
45.7 35.1 18.8 0.4 100.0

Ⅱｂ 177 142 102 6 427
41.5 33.3 23.9 1.4 100.0

Ⅲａ 236 165 118 2 521
45.3 31.7 22.6 0.4 100.0

Ⅲｂ 101 62 47 1 211
47.9 29.4 22.3 0.5 100.0

Ⅳ 129 95 80 0 304
42.4 31.3 26.3 0.0 100.0

Ｍ 28 25 3 0 56

50.0 44.6 5.4 0.0 100.0

合計 906 668 504 15 2,093

43.3 31.9 24.1 0.7 100.0
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＜経年比較＞ 

全体では「事業所が位置する日常生活圏域内」での提供率が高くなっていますが，

Ⅰ，Ⅱa及びⅡbにおいては，「市内の他の行政区」での提供率が上昇しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（上段：人，下段：％）

 
事業所が位置する
日常生活圏域内

事業所が位置する
行政区内

市内の他の行政区 他の市町村 合計

自立 平成25年度 55 39 36 2 132

41.7 29.5 27.3 1.5 100.0

平成22年度 29 16 5 0 50

58.0 32.0 10.0 0.0 100.0

Ｉ 平成25年度 68 54 72 3 197

34.5 27.4 36.5 1.5 100.0

平成22年度 83 29 9 0 121

68.6 24.0 7.4 0.0 100.0

Ⅱａ 平成25年度 112 86 46 1 245

45.7 35.1 18.8 0.4 100.0

平成22年度 211 143 38 6 398

53.0 35.9 9.5 1.5 100.0

Ⅱｂ 平成25年度 177 142 102 6 427

41.5 33.3 23.9 1.4 100.0

平成22年度 62 49 29 1 141

44.0 34.8 20.6 0.7 100.0

Ⅲａ 平成25年度 236 165 118 2 521

45.3 31.7 22.6 0.4 100.0

平成22年度 174 143 81 4 402

43.3 35.6 20.1 1.0 100.0

Ⅲｂ 平成25年度 101 62 47 1 211

47.9 29.4 22.3 0.5 100.0

平成22年度 87 53 24 1 165

52.7 32.1 14.5 0.6 100.0

Ⅳ 平成25年度 129 95 80 0 304

42.4 31.3 26.3 0.0 100.0

平成22年度 105 79 74 8 266

39.5 29.7 27.8 3.0 100.0

Ｍ 平成25年度 28 25 3 0 56

50.0 44.6 5.4 0.0 100.0

平成22年度 21 16 12 0 49

42.9 32.7 24.5 0.0 100.0

合計 平成25年度 906 668 504 15 2,093

43.3 31.9 24.1 0.7 100.0

平成22年度 772 528 272 20 1,592

48.5 33.2 17.1 1.3 100.0
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（３）施設・居住系サービスの利用者の状況 

問５ 入所（入居）期間別の入所（入居）者数について御記入ください。※1 

問５-２ 入所（入居）申込から入所（入居）までの期間を御記入ください。※1 

問６ 入所（入居）前の居所について御記入ください。※2 

問６-２ 退所（退居）後の居所等について御記入ください。※2 

問７ 平成25年12月１日現在で，把握している入所（入居）申込者数について御記入く

ださい。 
  ※1 平成25年12月1日現在入所（入居）中の利用者についてお答えください。 

  ※2 平成24年12月1日から平成25年11月30日までの退所（退居）者についてお答えください。 

 

 ①介護老人福祉施設 

【入所（入居）期間】 

「3年以上」が41.2％で最も多くなっていますが，平成22年度調査の結果に比べ低

下しています。 

【入所（入居）までの期間】 

「1年以上」が48.5％で最も多いものの，平成22年度調査と比較すると低下してい

る。1年未満の割合が上昇しており，待機期間が短くなってきています。 

【入所（入居）前の居所】 

平成22年度調査の結果同様，「介護老人保健施設」が36.2％で最も多くなっていま

すが，平成22年度調査と比べるとその割合は低下し，居宅（一人暮らし及び家族と

同居）の割合が増加しています。 

【退所後（退居）後の居所等】 

    平成22年度調査の結果同様，「死亡」が最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 延べ入所
申込者数

31,410人

（％）

３箇月未満
３箇月以上
６箇月未満

６箇月以上
１年未満

１年以上
２年未満

２年以上
３年未満

３年以上

平成25年度
(N=3,778)

5.2 7.0 11.0 19.5 16.1 41.2

平成22年度 4.5 5.3 11.7 17.5 13.8 47.3

１箇月未満
１箇月以上
３箇月未満

３箇月以上
６箇月未満

６箇月以上
１年未満

１年以上

平成25年度
(N=3,758)

3.6 7.9 19.1 20.8 48.5

平成22年度 2.7 7.3 11.3 18.4 60.3

居宅
（一人暮らし）

居宅
（家族と同居）

養護老人
ホーム

軽費老人ホーム
・ケアハウス

有料老人ホーム
サービス付き
高齢者向け

住宅

平成25年度
(N=1,962)

18.0 24.3 1.2 1.4 0.2 0.2

平成22年度 15.1 22.3 0.8 1.1 0.7 0.3

認知症対応型共
同生活介護

介護老人福祉
施設

介護老人保健
施設

介護療養型医療
施設

病院（医療保険
適用病床）

その他

平成25年度
(N=1,962)

1.3 1.2 36.2 5.2 10.1 0.8

平成22年度 0.5 1.2 39.8 6.7 10.0 1.6

居宅
（一人暮らし）

居宅
（家族と同居）

養護老人
ホーム

軽費老人ホーム
・ケアハウス

有料老人ホーム
サービス付き
高齢者向け

住宅

認知症対応型
共同生活介護

平成25年度
(N=870)

0.2 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

平成22年度 3.6 6.8 1.1 0.4 0.0 0.0 0.0

介護老人福祉
施設

介護老人保健
施設

介護療養型
医療施設

病院（医療保険
適用病床）

死亡 その他 未定

平成25年度
(N=870)

0.7 1.0 3.3 18.5 73.6 0.1 2.1

平成22年度 4.6 2.5 0.4 9.3 71.5 0.0 0.0

介護老人福祉施設

入所（入居）
期間

入所（入居）
までの期間

入所（入居）
前の居所

退所（退居）
後の居所等
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 ②介護老人保健施設 

【入所（入居）期間】 

「3箇月未満」が26.5％で最も多くなっています。平成22年度調査の結果と比べ，

入所期間に大きな変化はみられません。 

 

【入所（入居）までの期間】 

「1箇月未満」が41.9％で最も多く，平成22年度調査と同様となっていますが，「3

箇月以上」の割合が低下し，「1箇月未満」及び「1箇月以上3箇月未満」の割合が上

昇していることから，待機期間が短くなっています。 

 

【入所（入居）前の居所】 

 平成22年度調査の結果に比べ，「病院（医療保険適用病床）」が33.9％から51.8％

へと上昇する一方，「居宅（一人暮らし）」が25.6％から7.8％へと低下しています。 

  

【退所後（退居）後の居所等】 

平成22年度調査の結果に比べ，「病院（医療保険適用病床）」が70.8％から42.6％

へと低下する一方，「居宅（一人暮らし及び家族と同居）」の割合が上昇しており，

在宅復帰の割合が上昇しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 延べ入所
申込者数

1,789人

（％）

３箇月未満
３箇月以上
６箇月未満

６箇月以上
１年未満

１年以上
２年未満

２年以上
３年未満

３年以上

平成25年度
(N=3,316)

26.5 13.6 20.3 20.5 10.0 9.0

平成22年度 27.9 13.4 22.2 19.6 10.1 6.7

１箇月未満
１箇月以上
３箇月未満

３箇月以上
６箇月未満

６箇月以上
１年未満

１年以上

平成25年度
(N=3,189)

41.9 37.8 16.2 3.3 0.7

平成22年度 40.5 28.8 20.7 5.9 4.1

居宅
（一人暮らし）

居宅
（家族と同居）

養護老人
ホーム

軽費老人ホーム
・ケアハウス

有料老人ホーム
サービス付き
高齢者向け

住宅

平成25年度
(N=5,000)

7.8 33.6 0.0 0.3 0.3 0.1

平成22年度 25.6 31.7 0.0 0.1 0.0 0.0

認知症対応型共
同生活介護

介護老人福祉
施設

介護老人保健
施設

介護療養型医療
施設

病院（医療保険
適用病床）

その他

平成25年度
(N=5,000)

0.2 0.4 5.0 0.4 51.8 0.1

平成22年度 0.1 0.3 6.8 0.3 33.9 0.2

居宅
（一人暮らし）

居宅
（家族と同居）

養護老人
ホーム

軽費老人ホーム
・ケアハウス

有料老人ホーム
サービス付き
高齢者向け

住宅

認知症対応型
共同生活介護

平成25年度
(N=4,634)

5.9 22.7 0.4 0.2 1.2 0.5 0.5

平成22年度 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

介護老人福祉
施設

介護老人保健
施設

介護療養型
医療施設

病院（医療保険
適用病床）

死亡 その他 未定

平成25年度
(N=4,634)

11.4 5.4 1.4 42.6 2.4 0.1 5.3

平成22年度 16.4 4.1 0.0 70.8 1.2 2.3 0.0

入所（入居）
前の居所

退所（退居）
後の居所等

介護老人保健施設

入所（入居）
期間

入所（入居）
までの期間



 

- 245 - 

 ③介護療養型医療施設 

【入所（入居）期間】 

平成22年度調査の結果同様，「3年以上」が27.2％で最も多くなっています。 

 

【入所（入居）までの期間】 

平成22年度調査の結果に比べ，1箇月以上の各期間の割合は低下し，「1箇月未満」

で入居できる方の割合が7割となり，前回よりも4割ほど上昇しています。 

 

【入所（入居）前の居所】 

平成22年度調査の結果同様，「病院（医療保険適用病床）」が最も多くなっていま

す。 

 

【退所後（退居）後の居所等】 

  平成22年度調査の結果同様，「死亡」が最も多く，次いで「病院（医療保険適用病

床）」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

延べ入所
申込者数

88人

（％）

３箇月未満
３箇月以上
６箇月未満

６箇月以上
１年未満

１年以上
２年未満

２年以上
３年未満

３年以上

平成25年度
(N=1,200)

10.5 9.5 17.9 21.0 13.9 27.2

平成22年度 14.3 8.4 18.8 16.8 13.5 28.2

１箇月未満
１箇月以上
３箇月未満

３箇月以上
６箇月未満

６箇月以上
１年未満

１年以上

平成25年度
(N=1,020)

70.2 17.5 10.2 2.1 0.1

平成22年度 32.3 30.9 23.9 11.7 1.1

居宅
（一人暮らし）

居宅
（家族と同居）

養護老人
ホーム

軽費老人ホーム
・ケアハウス

有料老人ホーム
サービス付き
高齢者向け

住宅

平成25年度
(N=798)

0.9 7.8 0.1 0.0 0.1 0.3

平成22年度 0.9 6.1 0.5 0.0 0.0 0.0

認知症対応型共
同生活介護

介護老人福祉
施設

介護老人保健
施設

介護療養型医療
施設

病院（医療保険
適用病床）

その他

平成25年度
(N=798)

0.3 0.5 4.1 5.9 77.8 2.3

平成22年度 0.0 0.7 7.0 3.0 79.0 4.7

居宅
（一人暮らし）

居宅
（家族と同居）

養護老人
ホーム

軽費老人ホーム
・ケアハウス

有料老人ホーム
サービス付き
高齢者向け

住宅

認知症対応型
共同生活介護

平成25年度
(N=815)

0.9 4.9 2.0 0.0 0.4 0.4 0.5

平成22年度 4.3 4.3 4.3 0.0 0.0 0.0 0.0

介護老人福祉
施設

介護老人保健
施設

介護療養型
医療施設

病院（医療保険
適用病床）

死亡 その他 未定

平成25年度
(N=815)

2.8 2.3 3.4 31.5 50.8 0.1 0.0

平成22年度 0.0 2.9 7.2 2.9 69.6 4.3 0.0

退所（退居）
後の居所等

介護療養型医療施設

入所（入居）
期間

入所（入居）
までの期間

入所（入居）
前の居所
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④特定施設入居者生活介護（地域密着型特定施設入居者生活介護含む） 

【入所（入居）期間】 

平成22年度調査の結果同様，「3年以上」が45.9％で最も多くなっています。 

 

【入所（入居）までの期間】 

平成22年度調査の結果に比べ，「3箇月未満」の割合は低下し，「3箇月以上」の割

合が上昇していますが，8割近くの方が1年未満で入所（入居）されています。 

 

【入所（入居）前の居所】 

平成22年度調査の結果に比べ，「有料老人ホーム」（2.3％）と「養護老人ホーム」

（2.1％）が低下し，「居宅（一人暮らし）」（43.5％）と「居宅（家族と同居）」（18.8%）

の割合が上昇しています。 

 

【退所後（退居）後の居所等】 

  「死亡」が63.8％で最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

延べ入所
申込者数

356人

（％）

３箇月未満
３箇月以上
６箇月未満

６箇月以上
１年未満

１年以上
２年未満

２年以上
３年未満

３年以上

平成25年度
(N=1,106)

3.0 4.4 7.9 18.2 20.6 45.9

平成22年度 6.2 6.2 11.6 15.9 12.2 47.9

１箇月未満
１箇月以上
３箇月未満

３箇月以上
６箇月未満

６箇月以上
１年未満

１年以上

平成25年度
(N=6,034)

22.6 24.1 18.1 17.6 17.5

平成22年度 31.3 31.3 9.0 12.0 16.3

居宅
（一人暮らし）

居宅
（家族と同居）

養護老人
ホーム

軽費老人ホーム
・ケアハウス

有料老人ホーム
サービス付き
高齢者向け

住宅

平成25年度
(N=653)

43.5 18.8 2.1 0.5 2.3 1.7

平成22年度 35.0 16.2 9.4 0.0 13.2 0.4

認知症対応型共
同生活介護

介護老人福祉
施設

介護老人保健
施設

介護療養型医療
施設

病院（医療保険
適用病床）

その他

平成25年度
(N=653)

0.3 0.8 7.2 0.2 14.4 8.3

平成22年度 1.1 0.4 7.1 0.4 16.2 0.8

居宅
（一人暮らし）

居宅
（家族と同居）

養護老人
ホーム

軽費老人ホーム
・ケアハウス

有料老人ホーム
サービス付き
高齢者向け

住宅

認知症対応型
共同生活介護

平成25年度
(N=221)

1.8 0.9 1.8 0.0 2.3 5.0 0.5

平成22年度 0.0 5.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

介護老人福祉
施設

介護老人保健
施設

介護療養型
医療施設

病院（医療保険
適用病床）

死亡 その他 未定

平成25年度
(N=221)

10.4 0.5 0.9 11.8 63.8 0.5 0.0

平成22年度 6.9 1.1 0.0 24.1 62.1 0.0 0.0

特定施設入居者生活介護（地域密着型特定施設入居者生活介護含む）

入所（入居）
期間

入所（入居）
までの期間

入所（入居）
前の居所

退所（退居）
後の居所等
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⑤地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

【入所（入居）期間】 

「2年以上3年未満」が21.6％で最も多くなっています。 

 

【入所（入居）までの期間】 

8割を超える方が1年未満で入所（入居）されています。 

 

【入所（入居）前の居所】 

「居宅（一人暮らし及び家族と同居）」が概ね半数を占めています。 

 

【退所後（退居）後の居所等】 

「死亡」が63.4％で最も多く，これに次いで「病院（医療保険適用病床）」の31.7％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

（％）

３箇月未満
３箇月以上
６箇月未満

６箇月以上
１年未満

１年以上
２年未満

２年以上
３年未満

３年以上

20.1 16.8 8.6 16.8 21.6 16.0

１箇月未満
１箇月以上
３箇月未満

３箇月以上
６箇月未満

６箇月以上
１年未満

１年以上

8.2 39.2 24.6 14.2 13.8

居宅
（一人暮らし）

居宅
（家族と同居）

養護老人
ホーム

軽費老人ホーム
・ケアハウス

有料老人ホーム
サービス付き
高齢者向け
住宅

20.6 25.8 0.0 3.1 1.5 0.5

認知症対応型共
同生活介護

介護老人福祉
施設

介護老人保健
施設

介護療養型医療
施設

病院（医療保険
適用病床）

その他

3.1 3.6 32.0 2.1 7.7 0.0

居宅
（一人暮らし）

居宅
（家族と同居）

養護老人
ホーム

軽費老人ホーム
・ケアハウス

有料老人ホーム
サービス付き
高齢者向け
住宅

認知症対応型
共同生活介護

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.4

介護老人福祉
施設

介護老人保健
施設

介護療養型
医療施設

病院（医療保険
適用病床）

死亡 その他 未定

2.4 0.0 0.0 31.7 63.4 0.0 0.0

入所（入居）期間
(N=268)

入所（入居）までの期間
(N=268)

入所（入居）前の居所
(N=194)

退所（退居）後の居所等
(N=41)

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

延べ入所
申込者数

1,346人
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⑥認知症対応型共同生活介護 

【入所（入居）期間】 

平成22年度調査の結果同様，「3年以上」が33.3％で最も多くなっています。 

 

【入所（入居）までの期間】 

平成22年度調査の結果に比べ，3箇月未満の割合が75.6％と，前回の52.8％から上

昇しています。 

 

【入所（入居）前の居所】 

平成22年度調査の結果同様，「居宅（一人暮らし）」（40.4％）と，「居宅（家族と

同居）」（33.0％）が多くなっています。 

 

【退所後（退居）後の居所等】 

平成22年度調査の結果に比べ，「病院（医療保険適用病床）」が48.5％から29.0％

に低下する一方，「死亡」が6.7％から23.4％に上昇しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

延べ入所
申込者数

201人

（％）

３箇月未満
３箇月以上
６箇月未満

６箇月以上
１年未満

１年以上
２年未満

２年以上
３年未満

３年以上

平成25年度
(N=540)

8.1 6.3 10.7 20.4 21.1 33.3

平成22年度 2.7 6.4 18.0 15.7 17.6 39.7

１箇月未満
１箇月以上
３箇月未満

３箇月以上
６箇月未満

６箇月以上
１年未満

１年以上

平成25年度
(N=525)

45.5 30.1 8.0 13.7 2.7

平成22年度 22.8 30.0 16.2 20.1 10.9

居宅
（一人暮らし）

居宅
（家族と同居）

養護老人
ホーム

軽費老人ホーム
・ケアハウス

有料老人ホーム
サービス付き
高齢者向け

住宅

平成25年度
(N=458)

40.4 33.0 0.0 1.7 1.1 0.4

平成22年度 42.6 30.3 0.0 1.7 0.7 1.4

認知症対応型共
同生活介護

介護老人福祉
施設

介護老人保健
施設

介護療養型医療
施設

病院（医療保険
適用病床）

その他

平成25年度
(N=458)

2.6 1.1 8.5 0.2 10.7 0.2

平成22年度 3.8 0.7 8.5 1.4 8.5 0.5

居宅
（一人暮らし）

居宅
（家族と同居）

養護老人
ホーム

軽費老人ホーム
・ケアハウス

有料老人ホーム
サービス付き
高齢者向け

住宅

認知症対応型
共同生活介護

平成25年度
(N=145)

0.0 0.7 2.8 0.0 0.7 0.0 1.4

平成22年度 2.2 12.3 0.0 0.6 0.0 0.2 1.0

介護老人福祉
施設

介護老人保健
施設

介護療養型
医療施設

病院（医療保険
適用病床）

死亡 その他 未定

平成25年度
(N=145)

8.3 3.4 4.1 29.0 23.4 1.4 24.8

平成22年度 11.1 12.5 4.8 48.5 6.7 0.0 0.0

入所（入居）
までの期間

認知症対応型共同生活介護

入所（入居）
期間

入所（入居）
前の居所

退所（退居）
後の居所等
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３．サービス内容及び事業運営上の課題等について 

（１）利用者の在宅生活を支援するために今後量的な充実が必要なサービス 

 介護支援専門員の方にお聞きします。（問８～問１０）  

※法的に介護支援専門員が必置とされる，以下の事業所・施設において，実際に利用者のケアプラ

ン作成に携わっておられる介護支援専門員の総意として，御回答ください。その他の事業所は，

回答の必要はありません。 

対象事業所・施設 

居宅介護支援，介護予防支援，短期入所生活介護，短期入所療養介護， 

特定施設入居者生活介護，小規模多機能型居宅介護，認知症対応型共同生活

介護，地域密着型特定施設入居者生活介護，地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護，介護老人福祉施設，介護老人保健施設，介護療養型医療施設

 

 

問８ 利用者の在宅生活を支えていくために，現在は不足していると考えられるなど，

今後充実（量的な充実）が必要と思われるサービスは何ですか。（○は３つま

で） 

今後量的な充実が必要と思われているサービスは，訪問系サービスが57.9％で最も多

く，次いでショートステイサービスが44.1％，複合サービスが30.9％，通所リハビリテー

ション・訪問リハビリテーションが27.3％となっています。在宅での介護を支えていく

ためのサービスの量的充実とともに，介護者のレスパイト等のためのショートステイの

充実についても進めていく必要があります。なお，5.5％の方は「現状で十分」との回答

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27.3

18.9

0.2

22.5

26.5

62.6

41.2

0.0

26.8

14.2

0.2

2.6

57.9

10.6

44.1

30.9

15.9

13.5

5.5

60.0

0 20 40 60 80

訪問系サービスの充実

通所系サービスの充実

通所リハビリテーション・訪問リハビリテーションの充実

ショートステイサービスの充実

複合サービスの充実

介護、看護、機能訓練等のサービスの充実

認知症対応型共同生活介護等の住まいに係るサービスの充実

その他のサービスの充実

現状で十分

無回答

(3LA%)

平成25年度(N=615)

平成22年度(N=422)
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【サービス種別 利用者の在宅生活を支援するために今後量的な充実が必要なサービス】 

サービスの種別に関係なく，概ね「訪問系サービスの充実」を求める意見が多く

なっています。特に介護老人福祉施設などの介護保険施設で「訪問系サービスの充

実」が 7割台と高く，施設サービス事業者においても，在宅介護において訪問系サー

ビスの充実が必要と考えられています。 

地域密着型サービスにおいては，「複合サービスの充実」も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3LA%)
 

Ｎ

訪
問
系
サー

ビ
ス
の
充
実

通
所
系
サー

ビ
ス
の
充
実

通
所
リ
ハ
ビ
リ
テー
ショ

ン
・
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テー

ショ

ン
の
充
実

ショ
ー

ト
ス
テ
イ
サー

ビ

ス
の
充
実

複
合
サー
ビ
ス
の
充
実

介
護、

看
護、

機
能
訓
練

等
の
サー

ビ
ス
の
充
実

認
知
症
対
応
型
共
同
生
活

介
護
等
の
住
ま
い
に
係
る

サー

ビ
ス
の
充
実

そ
の
他
の
サー

ビ
ス
の
充

実 現
状
で
十
分

　
無
回
答

居宅介護支援 289 56.4 10.0 33.9 55.4 20.8 24.6 12.5 16.3 3.1      -

介護予防支援 49 61.2 14.3 32.7 34.7 34.7 14.3 14.3 12.2 8.2      -

短期入所生活介護 51 58.8 7.8 15.7 39.2 37.3 7.8 17.6 9.8 9.8      -

短期入所療養介護 24 62.5 8.3 25.0 45.8 29.2 20.8 20.8 8.3 12.5      -

特定施設入居者生活介護 22 59.1 13.6 31.8 22.7 40.9 4.5 9.1 18.2 18.2      -

小規模多機能型居宅介護 29 44.8 3.4 24.1 17.2 65.5 10.3 27.6 6.9 3.4      -

認知症対応型共同生活介護 39 33.3 12.8 10.3 23.1 46.2 10.3 28.2 17.9 10.3 2.6

地域密着型特定施設入居者生活
介護

5 20.0 40.0 20.0 40.0 60.0 40.0      -      -      -      -

地域密着型介護老人福祉施設入
所者生活介護

10 60.0      - 20.0 40.0 90.0 10.0 20.0 20.0      -      -

介護老人福祉施設 48 77.1 12.5 14.6 37.5 39.6 16.7 16.7 6.3 4.2      -

介護老人保健施設 34 70.6 5.9 23.5 35.3 23.5 23.5 17.6 8.8 5.9      -

介護療養型医療施設 15 73.3 26.7 26.7 53.3 13.3 13.3 26.7 13.3      -      -
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（２）重度の要介護者や認知症高齢者の地域での継続生活のために特に量的な充実

が必要なサービス 

問９ 要介護度の重い人や，認知症が進行した人が，住み慣れた地域で生活を続けてい

くうえで，特に充実（量的な充実）が必要と思われるサービスは何ですか。（○

は３つまで） 

全体では，「夜間対応型訪問介護」が29.3％で最も多く，次いで「定期巡回・随時対応

型訪問介護看護」が27.8％で，24時間利用可能な地域密着型サービスの充実が求められ

ています。以下，「訪問介護」（24.1％），「小規模多機能型居宅介護」（23.4％），「訪問看

護」（21.8％），「短期入所生活介護」（21.3％）などが多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24.1 

2.4 

21.8 

27.8 

29.3 

2.8 

5.0 

6.7 

16.4 

1.1 

23.4 

3.9 

21.3 

9.4 

1.8 

0.2 

1.0 

14.3 

10.6 

6.5 

4.1 

1.1 

3.1 

12.8 

3.1 

0.2 

0 10 20 30 40

(3LA%)

(N=615)

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

認知症対応型通所介護

通所リハビリテーション

小規模多機能型居宅介護

複合型サービス

短期入所生活介護

短期入所療養介護

福祉用具貸与

福祉用具購入

住宅改修

介護老人福祉施設

地域密着型介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

特定施設入居者生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

認知症対応型共同生活介護

現状で十分

無回答
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【サービス種別 重度の要介護者や認知症高齢者の地域での継続生活のために特に量的な充実が必要なサービス】 

サービスの種類に関係なく，「夜間対応型訪問介護」「定期巡回・随時対応型訪問

介護看護」を充実すべきという意見が多くなっています。介護予防支援事業者では，

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」の割合が最も高く，また，居宅介護支援で

は「訪問介護」が，短期入所療養介護では「認知症対応型通所介護」の割合がそれ

ぞれ高くなっています。重度の要介護者や認知症高齢者が地域において継続して生

活するためには，24時間利用可能なサービスの充実が必要と考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3LA%)

 

Ｎ

訪
問
介
護

訪
問
入
浴
介
護

訪
問
看
護

定
期
巡
回
・
随
時
対

応
型
訪
問
介
護
看
護

夜
間
対
応
型
訪
問
介

護 訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テー

ショ

ン

居
宅
療
養
管
理
指
導

通
所
介
護

認
知
症
対
応
型
通
所

介
護

通
所
リ
ハ
ビ
リ
テー

ショ

ン

小
規
模
多
機
能
型
居

宅
介
護

複
合
型
サー

ビ
ス

短
期
入
所
生
活
介
護

居宅介護支援 289 30.8 1.7 26.3 27.3 27.3 2.1 5.9 9.7 16.6 1.4 15.2 4.8 24.9

介護予防支援 49 22.4 - 24.5 44.9 32.7 4.1 8.2 6.1 20.4 - 34.7 4.1 16.3

短期入所生活介護 51 15.7 2.0 11.8 31.4 35.3 - 5.9 2.0 11.8 - 23.5 - 25.5

短期入所療養介護 24 12.5 4.2 12.5 20.8 20.8 4.2 - 4.2 37.5 4.2 25.0 8.3 16.7

特定施設入居者生活介護 22 27.3 9.1 18.2 22.7 36.4 - 4.5 13.6 - - 31.8 - 36.4

小規模多機能型居宅介護 29 17.2 - 27.6 24.1 20.7 6.9 6.9 - 13.8 - 65.5 10.3 10.3

認知症対応型共同生活介護 39 17.9 2.6 15.4 10.3 20.5 5.1 5.1 5.1 17.9 2.6 33.3 2.6 2.6

地域密着型特定施設入居者生活
介護

5 - - 20.0 40.0 20.0 - - - 40.0 - 60.0 - 20.0

地域密着型介護老人福祉施設入
所者生活介護

10 10.0 10.0 - 40.0 40.0 - - 10.0 10.0 - 60.0 - 20.0

介護老人福祉施設 48 20.8 2.1 18.8 31.3 37.5 4.2 4.2 2.1 8.3 - 25.0 - 25.0

介護老人保健施設 34 14.7 8.8 17.6 23.5 38.2 5.9 - 2.9 23.5 2.9 11.8 5.9 17.6

介護療養型医療施設 15 20.0 - 20.0 26.7 26.7 - - - 13.3 - 6.7 - 6.7

（3LA%)

 短
期
入
所
療
養
介
護

福
祉
用
具
貸
与

福
祉
用
具
購
入

住
宅
改
修

介
護
老
人
福
祉
施
設

地
域
密
着
型
介
護
老

人
福
祉
施
設

介
護
老
人
保
健
施
設

介
護
療
養
型
医
療
施

設 特
定
施
設
入
居
者
生

活
介
護

地
域
密
着
型
特
定
施

設
入
居
者
生
活
介
護

認
知
症
対
応
型
共
同

生
活
介
護

現
状
で
十
分

　
無
回
答

居宅介護支援 11.4 2.1 0.3 0.7 14.2 8.3 6.2 3.8 1.0 2.4 9.3 2.4 -

介護予防支援 4.1 6.1 - - 10.2 4.1 6.1 2.0 - - 8.2 4.1 -

短期入所生活介護 7.8 - - - 13.7 27.5 2.0 2.0 2.0 2.0 9.8 3.9 -

短期入所療養介護 25.0 - - - 20.8 4.2 29.2 - - 12.5 16.7 - -

特定施設入居者生活介護 - - - - 4.5 4.5 - 4.5 9.1 4.5 13.6 13.6 -

小規模多機能型居宅介護 - 3.4 - 6.9 3.4 20.7 - - - - 17.2 6.9 -

認知症対応型共同生活介護 - - - 2.6 10.3 2.6 2.6 7.7 2.6 7.7 38.5 7.7 2.6

地域密着型特定施設入居者生活
介護

- - - - - - - - - - 20.0 - -

地域密着型介護老人福祉施設入
所者生活介護

10.0 - - - - 30.0 - - - 10.0 20.0 - -

介護老人福祉施設 4.2 2.1 - - 31.3 14.6 2.1 2.1 - 2.1 10.4 - -

介護老人保健施設 23.5 - - - 14.7 17.6 26.5 - - 5.9 8.8 - -

介護療養型医療施設 13.3 - - 6.7 26.7 - - 46.7 - - 33.3 - -
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（３）地域での継続生活のために介護保険外のサービスで量的・質的に充実が必要

なサービス 

問１０ 住み慣れた地域で生活を続けていくうえで，介護保険のサービス以外に，現

状から今後充実（量的・質的な充実）が必要と思われるものは何ですか。（○

は３つまで） 

全体では，「介護と医療の連携体制の構築と推進」（43.6％），「認知症の早期発見につ

ながる場の充実」（42.9％），「高齢者の生きがい支援等につながる居場所づくりの推進」

（35.1％）が多くなっています。 
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42.9 

17.2 

35.1 

13.8 

18.7 

10.4 

25.7 

12.0 

7.0 

0.2 

0 20 40 60

医療提供体制の充実

介護と医療の連携体制の構築と推進

認知症の早期発見につながる場の充実

予防を目的とした健康づくりの教室やサービスの充実

高齢者の生きがい支援等につながる居場所づくりの推進

高齢期になっても住み続けることができる住まいの整備

ＮＰＯやボランティアによる見守り活動の推進

見守りを兼ねた配食サービスの推進

外出時にサポートが受けられる外出支援サービスの推進

掃除，洗濯等の家事援助サービスの推進

その他

無回答

(3LA%)

(N=615)
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【サービス種別 地域での継続生活のために介護保険外のサービスで量的・質的に充実が必要なサービス】 

サービスの種類に関係なく，「介護と医療の連携体制の構築と推進」「認知症の早

期発見につながる場の充実」が多くなっています。居宅介護支援や介護予防支援で

は，「高齢者の生きがい支援等につながる居場所づくりの推進」，「外出時にサポート

が受けられる外出支援サービスの推進」の割合が高くなっています。 
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者
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い
支
援
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居
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づ
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り
の
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進

高
齢
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に
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で
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る
住
ま
い
の
整
備
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ボ
ラ
ン
ティ
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よ
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見
守
り
活
動
の
推
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見
守
り
を
兼
ね
た
配
食
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ビ
ス

の
推
進

外
出
時
に
サ
ポー

ト
が
受
け
ら
れ

る
外
出
支
援
サー

ビ
ス
の
推
進

掃
除
，
洗
濯
等
の
家
事
援
助
サー

ビ
ス
の
推
進

そ
の
他

　
無
回
答

居宅介護支援 289 22.1 38.1 42.9 14.5 36.0 12.1 22.8 8.3 33.9 14.2 6.6 -

介護予防支援 49 24.5 34.7 42.9 16.3 44.9 18.4 22.4 8.2 42.9 12.2 12.2 -

短期入所生活介護 51 21.6 64.7 35.3 27.5 27.5 15.7 9.8 9.8 9.8 9.8 3.9 -

短期入所療養介護 24 25.0 41.7 50.0 8.3 25.0 12.5 16.7 25.0 25.0 8.3 12.5 -

特定施設入居者生活介護 22 18.2 50.0 50.0 45.5 18.2 9.1 22.7 9.1 9.1 13.6 9.1 -

小規模多機能型居宅介護 29 31.0 48.3 41.4 6.9 34.5 20.7 17.2 10.3 13.8 17.2 6.9 -

認知症対応型共同生活介護 39 17.9 35.9 46.2 23.1 35.9 10.3 10.3 10.3 17.9 7.7 5.1 2.6

地域密着型特定施設入居者生活介
護

5 - 80.0 - 20.0 80.0 - - - 20.0 20.0 - -

地域密着型介護老人福祉施設入所
者生活介護

10 30.0 60.0 60.0 - 40.0 20.0 10.0 20.0 - 10.0 - -

介護老人福祉施設 48 16.7 56.3 39.6 22.9 31.3 18.8 16.7 12.5 6.3 8.3 6.3 -

介護老人保健施設 34 23.5 38.2 58.8 17.6 32.4 11.8 11.8 20.6 17.6 5.9 11.8 -

介護療養型医療施設 15 40.0 60.0 20.0 6.7 53.3 20.0 13.3 6.7 33.3 6.7 - -
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（４）適切な事業運営のために特に必要な情報 

問11 適切な事業運営のために特に必要な情報は何ですか。（○は３つまで） 

全体では，「介護保険制度・介護報酬等に係る情報」が78.7％で最も多く，平成22年度

調査の結果に比べ上昇しています。これに対し，「認知症ケアに係る情報」，「介護技術・

方法に係る情報」は低下しています。 

 これらのほか，「介護保険以外の保健・福祉サービスに係る情報」（35.1％），「周辺の

事業所・医療機関等に係る情報」（28.3％），「研修情報等の質の向上についての情報」

（27.3％），「人材の採用情報等に関する情報」（27.1％）も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊１ 平成22年度は「求人情報」 

＊２ 平成22年度は「周辺の事業所・医療機関や地域で活動する民生委員・児童委員等に係る情報」 

＊３ 平成22年度は「貴事業所周辺の高齢者についての情報」 

 

 

 

78.7

27.1

28.3

18.7

6.1

27.3

21.2

0.9

0.2

44.0

0.0

28.7

13.2

43.7

41.0

22.0

0.8

6.5

1.8

1.2

14.0

18.1

35.1

0.0

12.4

58.7

0 20 40 60 80 100

(3LA%)

平成25年度(N=1,251)

平成22年度(N=1,018)

介護保険制度・介護報酬等に係る情報

介護保険以外の保健・福祉サービスに係る情報

人材の採用情報等に関する情報(＊１)

周辺の事業所・医療機関等に係る情報

地域で活動する民生委員・児童委員等及びボランティアに係る情

報（＊２）

権利擁護・成年後見人制度に係る情報

認知症ケアに係る情報

介護技術・方法に係る情報

研修情報等の質の向上についての情報

サービス提供エリアの高齢者についての情報（＊３）

特になし

その他

無回答
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【サービス種別 適切な事業運営のために特に必要な情報】 

居宅サービスでは，「介護保険制度・介護報酬等に係る情報」が最も多く，次いで

「介護保険以外の保健福祉サービスに係る情報」，「周辺の事業所・医療機関等に係

る情報」となっています。 

施設サービスでは，「介護保険制度・介護報酬等に係る情報」が最も多く，次いで

「人材の採用情報等に関する情報」，「周辺の事業所・医療機関等に係る情報」，「サー

ビス提供エリアの高齢者についての情報」となっています。 

地域密着型サービスでは，「介護保険制度・介護報酬等に係る情報」が最も多く，

次いで「認知症ケアに係る情報」，「地域で活動する民生委員・児童委員等及びボラ

ンティアに係る情報」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37.4

25.9

18.1

6.1

20.2

1.0

1.2

0.3

25.8

9.3

7.2

19.6

23.7

0.0

2.1

0.0

66.7

22.2

19.7

5.1

22.2

0.9

0.9

0.0

80.2

29.0

15.9

14.2

27.5

76.3

37.1

30.9

12.4

30.9

29.1

31.6

36.8

13.7

28.2

0 20 40 60 80 100

(3LA%)

介護保険制度・介護報酬等に係る情報

介護保険以外の保健・福祉サービス

に係る情報

人材の採用情報等に関する情報

周辺の事業所・医療機関等に係る情報

地域で活動する民生委員・児童委員等

及びボランティアに係る情報

権利擁護・成年後見人制度に係る情報

認知症ケアに係る情報

介護技術・方法に係る情報

研修情報等の質の向上についての情報

サービス提供エリアの高齢者について

の情報

特になし

その他

無回答

居宅サービス(N=1,040)

施設サービス(N=97)

地域密着型サービス(N=117)



 

- 257 - 

（５）介護サービスの質向上のための取組 

問12 介護サービスの質の向上のために具体的な取組はされていますか。（○は３つま

で） 

全体では，「外部研修への積極的な参加や内部研修の充実」が64.0％で最も多く，次い

で「第三者評価の実施」（39.9％）で，「苦情や事故の事例研究」（37.4％），「職員の心身

の健康管理や労働環境の整備」（34.3％），「介護サービス事業者間の交流の活性化」

（32.5％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39.9 

5.3 

5.1 

37.4 

13.9 

64.0 

32.5 

2.0 

7.7 

34.3 

28.2 

2.4 

0.3 

0 20 40 60 80

第三者評価の実施

第三者による苦情・相談システムの導入

京都市介護相談員の受入

苦情や事故の事例研究

情報の積極的な公表

外部研修への積極的な参加や内部研修の充実

介護サービス事業者間の交流の活性化

多様な福祉用具や器具の開発・導入

施設等内の設備の改善

職員の心身の健康管理や労働環境の整備

職員のモラルの向上

その他

無回答

(N=1,251)

(3LA%)
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【サービス種別 介護サービスの質向上のための取組】 

居宅サービスは，「外部研修への積極的な参加や内部研修の充実」が最も多く，次

いで「苦情や事故の事例研究」，「第三者評価の実施」となっています。 

施設サービスは，「外部研修への積極的な参加や内部研修の充実」が最も多く，次

いで「第三者評価の実施」，「苦情や事故の事例研究」となっています。 

地域密着型サービスは，「外部研修への積極的な参加や内部研修の充実」が最も多

く，次いで「第三者評価の実施」，「苦情事故の事例研究」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.9

3.1

13.8

62.6

1.8

7.2

30.2

2.4

0.4

66.0

8.2

18.6

28.9

12.4

18.6

3.1

22.7

11.3

4.1

0.0

44.4

6.0

12.0

16.2

70.1

2.6

6.8

25.6

24.8

0.9

0.0

36.9

38.4

33.8

36.4

72.2

13.4

35.9

32.5

0 20 40 60 80
(3LA%)

居宅サービス(N=1,037)

施設サービス(N=97)

地域密着型サービス(N=117)

第三者評価の実施

第三者による苦情・相談システムの導入

京都市介護相談員の受入

苦情や事故の事例研究

情報の積極的な公表

外部研修への積極的な参加や内部研修の充実

介護サービス事業者間の交流の活性化

多様な福祉用具や器具の開発・導入

施設等内の設備の改善

職員の心身の健康管理や労働環境の整備

職員のモラルの向上

その他

無回答
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（６）適切なサービス提供を行ううえでの運営上の課題 

①課題の有無 

問13 適切なサービス提供を行ううえで，運営上の課題はありますか。 

 適切なサービス提供を行ううえで，運営上の課題を抱える事業者は，全体の60.7％で，

特に地域密着型サービスの割合が74.4％と高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②具体的な課題内容 

問13-2 「ある」と回答された方にお聞きします。具体的に課題は何だとお考えですか。 

課題があると回答した事業者に，具体的な課題内容をたずねると，「人材確保の問題」

が74.2％で最も多く，次いで「介護報酬等の問題」（35.3％），「介護保険制度に係る事務

の簡素化」（31.9％），「サービス内容の問題」（27.3％），「医療と介護の連携」（25.2％）

となっています。 

参考までに平成22年度調査の結果をみると，介護保険制度の基本理念である「自立支

援」と「個人の尊厳の保持」は実現できないと回答した事業者に，問題点・課題をたず

ねると，「人材確保の問題」が43.0％で最も多く，次いで「介護報酬等の問題」（40.7％），

「サービス内容の問題」（38.9％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38.9 

40.7 

43.0 

24.0 

11.4 

26.8 

28.9 

3.2 

0 20 40 60 80

サービス内容の問題

介護報酬等の問題

人材確保の問題

医療ニーズへの対応

インフォーマルサー

ビスとの連携

介護保険制度に係る

事務の簡素化

その他

無回答

(3LA%)
(N=570)

60.7 

58.2 

70.1 

74.4 

38.6 

41.1 

27.8 

25.6 

0.7 

0.7 

2.1 

0.0 

全体

(N=1,251)

居宅サービス
(N=1,037)

施設サービス
(N=97)

地域密着型サービス
(N=117)

(%)
0 20 40 60 80 100

ある ない 無回答

【平成25年度】 

【平成22年度】 

＜参考＞ 

27.3 

35.3 

74.2 

25.2 

11.7 

31.9 

8.4 

0.0 

0 20 40 60 80

サービス内容の問題

介護報酬等の問題

人材確保の問題

医療と介護の連携

インフォーマルサービス

との連携

介護保険制度に係る事務

の簡素化

その他

無回答

(MA%)

(N=759)
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【サービス種別 具体的な課題内容】 

サービス種別で具体的な課題内容をみると，居宅・施設・地域密着型サービスの

いずれも「人材確保の問題」が最も多く，特に施設サービスの割合が79.4％で高く

なっています。これに次いで居宅サービスでは「介護報酬等の問題」（34.4％）や「介

護保険制度に係る事務の簡素化」（34.3％）の割合が高く，地域密着型サービスでは

「介護報酬等の問題」（36.8％）や「医療と介護の連携」（33.3％）が高くなってい

ます。また，施設サービスでも「介護報酬等の問題」（41.2％）は2番目に高く，    

3種別の中で最も高い割合となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26.8

24.7

8.4

0.0

41.2

79.4

19.1

7.4

22.1

7.4

0.0

23.0

9.2

0.0

34.4

73.3

11.8

34.3

27.9

29.9

36.8

75.9

33.3

14.9

0 20 40 60 80 100

サービス内容の問題

介護報酬等の問題

人材確保の問題

医療と介護の連携

インフォーマルサービスとの連携

介護保険制度に係る事務の簡素化

その他

無回答

(MA%)

居宅サービス(N=604)

施設サービス(N=68)

地域密着型サービス(N=87)
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４．従業者の確保・処遇改善について 

（１）採用者・離職者の状況 

問14 貴事業所の介護保険の指定介護サービス事業に従事する従業員について1年間

（平成24年12月1日～平成25年11月30日まで）の採用者数，離職者数をお聞きし

ます。 

また，貴事業所で1年間に離職した者のうち，勤務年数が「1年未満の者」，「1年

以上3年未満の者」，「3年以上5年未満の者」，「5年以上10年未満の者」及び「10

年以上の者」の人数は何人でしたか。 

 

◆採用者数と離職者数 

回答事業者における平成24年12月1日～平成25年11月30日までのサービス従事者の採用

人数は，総数では5,252人で，そのうち「正社員」が48.7％（2,559人）となっています。 

また，非正社員（常勤，短時間）は51.3％（2,693人）を占め，非正規雇用者の割合が

高くなっています。 

離職者数をみると，総数では3,457人で，そのうち正社員が47.3％（1,636人）となっ

ています。非正社員（常勤，短時間）は52.7％（1,821人）で，非正社員の離職者の割合

が高くなっています。 

参考までに平成22年度調査の結果と比べると，平成25年度調査の採用人数は，総数で

は約1.5倍増加し，そのうち「正社員」は約２倍となっています。 

また，非正社員（常勤，短時間）は約500人増加しています。 

離職者数をみると，総数では約1,000人増加し，正社員・非正社員（常勤，短時間）と

も各500人程度増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40.7(953人)

47.3(1,636人)

38.7(1,399人)

48.7(2,559人)

20.5(481人)

19.9(689人)

22.5(815人)

20.4(1,074人)

38.7(907人)

32.7(1,132人)

38.8(1,404人)

30.8(1,619人)
平成25年度

(N=1,251)

平成22年度

(N=1,018)

平成25年度

(N=1,251)

平成22年度

(N=1,018)

（%）

正社員 非正社員（常勤労働者） 非正社員（短時間労働者）

採用者

離職者

100806040200

(5,252人) 

 

(3,618人) 

 

(3,457人) 

 

(2,341人) 
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◆勤務年数別離職者数 

勤務年数別で離職者数をみると，総数では「1年未満の者」が1,380人で最も多く，次

いで「1年以上3年未満の者」の937人となっています。3年未満の離職者が総数で   

2,317人となっており，離職者の67.0％を占めています。 

参考までに平成22年度調査の結果をみると，総数では「1年未満の者」が1,143人，「1

年以上3年未満の者」は777人となっており，3年未満の離職者が総数で1,920人となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平成25年度】

【平成22年度】 

＜参考＞ 

(1,380人) 

 

(937人) 

 

(498人) 

 

(421人) 

 

(219人) 

(1,143人) 

 

(777人) 

59.4(130人)

64.4(271人)

58.6(292人)

50.6(474人)

34.0(469人)

20.5(192人)

24.2(334人)

16.3(81人)

10.9(46人)

15.5(34人)

28.9(271人)

41.8(577人)

25.1(125人)

24.7(104人)

25.1(55人)

１年未満の者

１年以上３年未満の者

３年以上５年未満の者

５年以上10年未満の者

10年以上の者

正社員 非正社員（常勤労働者） 非正社員（短時間労働者）

(N=1,251)
100806040200

(%)

45.6(354人)

34.1(390人)

16.0(124人)

23.9(273人)

38.5(299人)

42.0(480人)１年未満の者

１年以上３年未満の者

正社員 非正社員（常勤労働者） 非正社員（短時間労働者）

(N=1,018) 100806040200
(%)
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（２）過去１年間に採用した職員の人数や質に対する評価 

問15 貴事業所では1年間（平成24年12月1日～平成25年11月30日まで）に採用した職員

の人数や質をどのように評価していますか。（○は１つ） 

「人数は確保できていない」との回答は45.6％であり，「人数は確保できているが，質

には満足していない」が30.3％，「質・人数ともに確保できている」が21.0％となってい

ます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21.0

30.3

20.2

25.4

2.8

0.3

17.6

24.4

13.9

17.6

6.8

19.7

0 10 20 30 40

質・人数ともに確保できている

人数は確保できているが，質には満足していない

質には満足だが，人数は確保できていない

質・人数ともに確保できていない

その他

無回答

(%)

平成25年度(N=895)

平成22年度(N=1,018)
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【サービス種別 過去１年間に採用した職員の人数や質に対する評価】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43.8 

36.8 

9.9 

30.8 

30.4 

25.0 

19.8 

25.6 

13.3 

4.3 

31.6 

3.7 

0.0 

23.5 

22.6 

0.0 

0.0 

0.0 

4.4 

6.3 

28.6 

26.9 

44.7 

15.1 

7.7 

17.4 

16.7 

37.4 

37.2 

33.3 

47.8 

26.3 

48.1 

50.0 

41.2 

35.5 

0.0 

40.0 

30.0 

26.7 

37.5 

42.9 

15.4 

5.3 

33.6 

38.5 

30.4 

41.7 

19.8 

14.0 

17.8 

13.0 

10.5 

18.5 

0.0 

17.6 

22.6 

50.0 

0.0 

20.0 

13.3 

9.4 

7.1 

10.0 

7.9 

37.5 

23.1 

17.4 

16.7 

21.4 

23.3 

33.3 

34.8 

26.3 

25.9 

50.0 

11.8 

16.1 

50.0 

60.0 

50.0 

46.7 

43.8 

21.4 

3.1 

5.3 

3.9 

0.0 

4.3 

0.0 

1.6 

0.0 

0.0 

0.0 

5.3 

3.7 

0.0 

5.9 

3.2 

0.0 

0.0 

0.0 

6.7 

3.1 

0.0 

0.8 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

2.2 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

2.2 

0.0 

0.0 

質・人数ともに確保できている

人数は確保できているが，質には満足していない

質には満足だが，人数は確保できていない

質・人数ともに確保できていない

その他

無回答

(%)
0 20 40 60 80 100

居宅介護支援

(N=130)

介護予防支援

(N=38)

訪問介護

(N=152)

訪問入浴介護

(N=13)

訪問看護

(N=46)

訪問リハビリテーション

(N=12)

通所介護

(N=187)

通所リハビリテーション

(N=43)

短期入所生活介護

(N=45)

短期入所療養介護

(N=23)

特定施設入居者生活介護

(N=19)

小規模多機能型居宅介護

(N=27)

夜間対応型訪問介護

(N=4)

認知症対応型通所介護

(N=17)

認知症対応型共同生活介護

(N=31)

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

(N=2)

地域密着型特定施設入居者生活介護

(N=25)

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

(N=10)

介護老人福祉施設

(N=45)

介護老人保健施設

(N=32)

介護療養型医療施設

(N=14)
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（３）介護職員処遇改善加算について 

 ①調査対象サービスにおける介護職員処遇改善加算の届出状況 

問16 介護職員処遇改善加算について 

 （１）調査対象サービスにおける介護職員処遇改善加算の届出状況について，該当す

る番号に○をつけてください。 

調査対象サービスにおける介護職員処遇改善加算の届出をしている事業者は85.2％で

あり，大部分の事業所では加算制度を活用しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②賃金改善の方法 

【問１６（１）で「１．届出している（届出予定を含む）」と答えた方にお聞きします】 

 （２）介護職員処遇改善加算について，賃金改善をいずれの項目で行っているか，該当

する番号に○をつけてください。（複数回答可） 

介護職員処遇改善加算の届出を行っている事業者に賃金改善の対応方法についてたず

ねたところ，「毎月支給される手当として対応（予定）」が47.0％で最も多く，次いで「一

時金（賞与・その他の臨時支給分）として対応（予定）」が43.0％となっています。 

一時金として対応している場合の支給時期は，「12月」が35.7％で最も多く，次いで  

「3月」（15.7％），「6月」（13.4％）となっています。 

 

◆賃金改善の対応方法               ◆一時金支給時期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.0 

3.0 

15.7 

9.8 

5.6 

13.4 

8.9 

3.6 

2.3 

3.0 

0.7 

35.7 

1.3 

0 20 40 60

１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

10月

11月

12月

無回答

(MA%)
(N=305)

22.4 

26.9 

47.0 

43.0 

0.0 

0 20 40 60

給与表を改定して賃金水準を

引き上げることで対応（予定）

定期昇給を実施することで対応

（予定）

毎月支給される手当として対応

（予定）

一時金（賞与・その他の臨時

支給分）として対応（予定）

無回答

(MA%)
(N=710)

85.2 14.6 
0.1 

(N=833)

届出している（届出予定を含む）

(%)

0 20 40 60 80 100

届出をしていない

無回答
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 ③介護職員処遇改善加算のうち届出をしている加算区分 

【問１６（１）で「１．届出している（届出予定を含む）」と答えた方にお聞きします】 

    （３）介護職員処遇改善加算について，いずれの加算を届出しているか，該当す

る番号に○をつけてください。 

介護職員処遇改善加算の届出を行っている事業者に届出の区分についてたずねたとこ

ろ，「介護職員処遇改善加算（Ⅰ）」が96.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ④介護職員処遇改善加算のキャリアパス等の適合要件 

【問１６（３）で「１．介護職員処遇改善加算（Ⅰ）」または「２．介護職員処遇改善加算

（Ⅱ）」と答えた方にお聞きします】 

  （４）介護職員処遇改善加算のキャリアパス要件等について，いずれの要件に適合し

ているか，該当する番号に○をつけてください。（複数回答あり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

96.5 

1.7 

1.8 

0.0 

0 20 40 60 80 100

介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

無回答

(%)
(N=710)

83.1 

16.8 

15.9 

0.1 

0 20 40 60 80 100

キャリアパス要件（Ⅰ）

キャリアパス要件（Ⅱ）

定量的要件

無回答

(MA%)

(N=697)
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 ⑤介護職員処遇改善加算の届出を行わない理由 

【問１６（１）で「２．届出をしていない」と答えた方にお聞きします】 

  （５）介護職員処遇改善加算の届出を行わない理由について，該当する番号に○をつ

けてください。（複数回答可） 

介護職員処遇改善加算の届出を行っていない事業者にその理由をたずねたところ，「事

務作業が煩雑」（27.0％），「利用者負担の発生」（21.3％），「対象の制約のため困難」

（17.2％）が多くなっています。また，その他の主な内容は，「介護職員がいない」「加

算対象に該当しない」などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17.2 

27.0 

11.5 

6.6 

21.3 

5.7 

7.4 

10.7 

32.8 

0.8 

0 10 20 30 40 50

対象の制約のため困難

事務作業が煩雑

平成27年度以降の取扱が不明

追加費用負担の発生

利用者負担の発生

非常勤職員等の処遇上の問題

賃金改善の必要性がない

算定要件を達成できない

その他

無回答

(MA%)

(N=122)
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（４）介護従事者に対する給与等の引き上げ以外の処遇改善への対応状況 

問17 調査対象サービスの介護従事者に対する給与等の引き上げ以外の処遇改善に関し

て，平成25年4月～平成25年11月までに実施した対応状況（今後の予定を含む）に

ついてお聞きします。下表（Ａ）～（Ｏ）の項目ごとに，該当する1～5の欄に1

つだけ○をつけてください。 

処遇全般，教育・研修，職場環境のいずれも，「従来より実施しており今回内容等を変

更していない（今後実施予定）」が多くなっています。 

「従来より実施しており今回更に充実した（今後充実する予定）」の割合が高いのは，

「資格取得や能力向上に向けた教育・研修機会充実や対象者拡大」（24.6％），「定期的な

ミーティング等による仕事上のコミュニケーションの充実」（24.2％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16.4 

12.8 

17.9 

15.6 

16.5 

15.6 

24.6 

19.4 

17.6 

13.4 

24.2 

20.5 

18.1 

15.5 

17.3 

41.1 

46.3 

46.7 

45.2 

51.1 

42.2 

53.3 

55.8 

52.0 

45.5 

59.0 

52.9 

51.1 

54.3 

63.0 

5.2 

4.7 

6.1 

6.1 

2.7 

5.9 

3.0 

2.9 

5.9 

5.2 

2.4 

5.3 

5.3 

4.1 

2.6 

12.6 

9.0 

10.5 

10.5 

8.6 

11.5 

5.6 

5.2 

6.3 

11.2 

2.5 

5.0 

8.8 

7.5 

2.8 

11.4 

10.4 

5.5 

6.9 

7.1 

8.0 

2.2 

4.9 

5.0 

9.9 

1.4 

4.2 

3.6 

4.7 

1.5 

13.3 

16.8 

13.3 

15.7 

13.9 

16.7 

11.2 

11.7 

13.2 

14.8 

10.5 

12.2 

13.0 

14.0 

12.9 

従来より実施しており今回更に充実した（今後充実する予定）

従来より実施しており今回内容等を変更していない（今後実施予定）

従来実施していなかったが，今回新たに実施した（今後実施予定）

従来及び今回，実施していなかったが今後実施する予定

従来及び今回，実施しておらず，今後も実施する予定なし

無回答
(N=962)

(%)
0 20 40 60 80 100

（Ａ）職員の増員による業務負担の軽減

（Ｂ）夜勤の見直しや有給休暇の取得促進等

の労働条件の改善

（Ｃ）能力や仕事ぶりの評価と配置・処遇へ

の反映

（Ｄ）昇給または昇進・昇格要件の明確化

（Ｅ）非正規職員から正規職員への転換機会

の確保

（Ｆ）賃金体系等の人事制度の整備

（Ｇ）資格取得や能力向上に向けた教育研修

機会充実や対象者拡大

（Ｈ）資格取得や外部の研修参加にかかる

費用等の負担

（Ｉ）部下指導を管理職等の役割として

明確化

（Ｊ）新人職員の指導担当・アドバイザーの

設置

（Ｋ）定期的なミーティング等による仕事上

のコミュニケーションの充実

（Ｌ）仕事内容や労働条件に関する個別面談

機会の確保

（Ｍ）腰痛対策，メンタルケア等を含めた

健康管理の充実

（Ｎ）出産・子育て・家族等の介護を行う

職員への支援の強化

（Ｏ）事故やトラブルへの対応体制の整備

処
遇

全
般

 
教

育
・

研
修

職
場

環
境
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（５）地域（近隣）の各種団体や組織との関わり状況 

問18 貴事業所では，地域（近隣）の各種団体や組織とどのような関わりをもっておら

れますか。（当てはまるものすべてに○，ただし，その他の欄については内容を記

入） 

「貴事業所と団体等との連絡先等の共有」は，医療機関が75.1％で最も高く，次いで

社会福祉協議会の52.1％，民生委員・児童委員，老人福祉員の42.2％となっています。 

「介護や福祉に係る専門知識や情報の提供」も医療機関が31.0％と高く，これに次い

で社会福祉協議会の25.3％，民生委員・児童委員，老人福祉員の17.1％と続いています。 

「地域の集まりへの参加・参画」は，社会福祉協議会，女性会，老人クラブ，自治会，

商店街等，民生委員・児童委員，老人福祉員の各団体の割合が高くなっています。 

「事業所（施設）における行事や催しへの参加・参画」は，ボランティア団体,ＮＰＯ，

教育機関の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

42.2 

28.7 

52.1 

25.8 

75.1 

30.9 

4.5 

17.1 

10.9 

25.3 

9.5 

31.0 

9.4 

2.9 

24.5 

25.6 

25.9 

14.3 

13.3 

9.1 

3.2 

17.7 

20.5 

15.7 

23.3 

12.3 

23.5 

2.9 

10.8 

8.7 

12.2 

9.6 

12.0 

8.3 

3.8 

0 50 100 150

民生委員・児童委員，老人福祉員

女性会，老人クラブ，自治会，商店街等

社会福祉協議会

教育機関

医療機関

ボランティア団体，ＮＰＯ

その他団体等

貴事業所と左記団体等との連絡先等の共有

介護や福祉に係る専門知識や情報の提供

地域の集まりへの参加・参画

事業所（施設）における行事や催しへの参加・参画

その他

(MA%)
(N=1,251)
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